
様式第２号（第８条関連） 
               創 業 計 画 書 

 

 
（１）申請者の概要等(項目を確認の上、記載してください。選択項目は、該当するものに☑してください。) 
①申請者 

ふ り が な 

氏 名 

べっぷ  いちろう  

別府  市郎  
性別 

□ 男 

□ 女 

生年月日 

（年齢） 
平成年 ○月 ○日（○○歳） 

連絡先住所等 

〒874－0955 

 別府市上野口町 1番 15号 

 本事業 

創業直前の

職業 

□1 会社役員 

□2 個人事業主 

□3 会社員 

□4 専業主婦・主夫 

□5 ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ 

□6 学生 

□7 その他（      ） 

T E L 0977－○○－○○○○ 

F A X 0977－○○－○○○○ 

E-mail ○○○○○○.○○○ 

 

本事業以外の 

事業経営経験 

□ 事業を経営したことがない。 

□ 事業を経営したことがあり、現在もその事業を続けている。 

  ┗ 事業形態〔 □個人事業  □法人 〕 

    事業内容〔                   〕 

※申請事業と類似の事業の場合は、差別化している点を「（２）①事業の具体的な内容」に記載してください。 

□ 事業を経営していたが、既にその事業をやめている。（やめた時期：     年  月） 

 

②実施形態  

開業･法人設立日

（予定日） 

 令和 ○年 ○月 ○日 
（□開業・□開業予定） 

申請時点において □創業済 □創業前 

法人名 

(屋号) 
○○○○ 

事業所開設予定日  令和 ○年 ○月 ○日 

事業所所在地 

（予定地） 

〒874－0955 

 別府市上野口町 1番 15号 
 
 

事業形態 

□1 個人事業 

 ┗□ 補助事業期間中の 

法人化も検討している 

□2 会社設立 

┗□2-1 株式会社 

□2-2 合名会社 

□2-3 合資会社 

□2-4 合同会社 

 

賃貸借契約日 
□契約済 □契約予定 

令和 ○年 ○月 ○日 

本店又は 

主たる事業所の

所在地 

〒874－0955 

 別府市上野口町 1番 15号 
 

資本金又は 
出資金 

 

△△△△千円 

※法人の場合のみ記入 

役 員 ・ 

従業員数 

合 

計 

  3名 
内 

訳 

①役 員： 
（法人のみ）    1名 

②従業員：      2名（うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ： 1名） 

業 種 飲食業（○○） 

事業に要する許認可・免許等 

（必要な場合のみ記載） 

許認可・免許等名称： ○○管理者 

取得見込み時期： 令和 ○年 ○月 ○日 

✔  

✔  

✔  

✔  
✔  

✔  

✔  ✔  

役員・従業員数について、役員本人・個人事業主

本人は含めません。  



（２）事業内容（事業全体について、詳しく記載してください。枠に収まらない場合は適宜広げてくだ

さい。複数ページになっても構いません。） 

 

①事業の具体的な内容（創業済みの場合は、事業の沿革・状況も記載） 
「（２）事業内容  ①～⑦」については、審査に反映されますので、  

事業全体について具体的かつ明確に記入してください。  

②本事業に取り組んだ動機・きっかけ・事業を開始する理由 
 
 
 
 

③本事業における経験、知識、人脈、熱意（経営理念） 
【経験、知識（資格）】 

 

 

【人脈】 

 

 

【熱意（経営理念）】 

 

 

④取扱商品・サービス 
【取扱商品・サービスの内容】 

 

 

【販売ターゲット、主要取引先等（マーケティング戦略）】 

 

 

【特徴・新規性・競争優位性】 

 

 

⑤本事業による新たな需要や雇用の創出について 
【需要】 
 
 
【雇用】 
 
 

⑥本事業が地域に及ぼす影響（地域の課題解決・地域産業への波及効果・地元住民の利便向上への貢献） 
【地域課題の解決】 
 
 
【地域産業への波及効果】 
 
 
【地元住民への貢献】 
 
 

⑦事業の継続性と将来の展望（成長戦略） 
【創業後に取り組んでいくこと・長期的な成長ビジョン】 

 

 

 

 
【その他（アピールしたいこと等）】 
 
 
 



⑧本事業全体に係る資金計画【新事業の立ち上げ（準備から補助事業実施期間の終了までの間）に必要な全ての 

資金と調達方法を記載してください。】（消費税込み）             

（単位：千円） 

 

⑨事業の実施計画（いつ、何に取り組むかを具体的に記入してください。） 

 

年月 実施項目・内容 

令和○年○月 

    ○月 

    ○月 

    ○月 

    ○月 

○月 

○月 

○月 

令和○年○月 

事業所決定、賃貸契約締結 

法人設立 

外装工事、内装工事発注 

チラシ作成 

工事完成、備品（冷蔵庫・机・いす）購入 

店舗オープン 

ホームページ作成期間 

ホームページ完成 

パート 2名増員 

必要な資金 金額 調達の方法 金額 

設 

備 

資 

金 

（内容…店舗工事・機械・備品等） 

内装工事費  

業務用冷蔵庫  

机・いす等備品  

 

 

 

 

 

330 

165 

55 

 

 

 

 

 

（C）自己資金 1,015 

（D）金融機関からの借入金 

（調達先）○○銀行 

 

 

 

1,000 

 

 

 

 

（E）その他 

（本事業の売上金、親族からの借入金等） 

（内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（A）設備資金の合計 550 

運 

転 

資 

金 

（内容…仕入・人件費・固定費等） 

人件費（ 2 名  ○か月分）  

店舗家賃（○か月分）  

駐車場（○ヶ月分）  

仕入れ  

チラシ作成  

ホームページ作成  

光熱水費（○ヶ月分）  

 

 

500 

300 

60 

1,000 

110 

275 

120 

 

 

（F）補助金交付希望額 
 

(３)経費明細表(ｂ)の額と一致。 

 

補助金は補助事業実施期間終了後に審査を経て交

付します。補助金交付までの間、申請者自身で補助

金交付希望額相当額を調達する必要があります。

その調達方法について、下表《補助金交付希望額相

当額の手当方法》に記載してください。） 

 

Ｃ 900 

 

（B）運転資金の合計 2,365 

合 計（A＋B）  Ａ 2,915 合 計（C＋D＋E＋F） Ｂ 2,915 

【金融機関からの外部資金の調達見込みについて】Ｅ 

□ 既に調達済み 

□ 補助事業実施期間中に調達見込みがある 

□ 将来的に調達見込みがある 

  
《（F）の補助金交付希望額相当額の手当方法》（単位：千円） 

 方法 金額 

 自己資金 900 

 金融機関からの借入金 
（調達先：          ） 

 

 その他（調達先：         ）  

 合計額（(３)経費明細表(ｂ)の額と一致） Ｄ 900 

消費税込みの事業全体の資金計画

を具体的に記入してください。  

＜記入のご注意＞  

必要な資金（ A）と調達の方

法（ B）は同額になるように

記入してください。  

補助金交付希望額（ C）と下

段右表の合計額（ D）は同額

となり、（ 3）経費明細表の

「 b」の額が入ります。  

※金融機関からの借入金が

ある場合は、（ E）欄のいず

れかにチェックをしてくだ

さい。  

✔  



⑩事業の見通し（年間） 
 申請時  

(現在 ) 

1年後 

(令和○年○月頃) 

2年後 

（令和○年○月頃） 

売上高① 15,000 千円  18,000 千円  20,000 千円  

売上原価② 

（仕入高） 
5,000 千円  6,000 千円  6,500 千円  

 

 

 

経 

 

 

費 

 

 

 

人件費（注） 3,360 千円  4,320 千円  5,280 千円  

家賃 1,200 千円  1,200 千円  1,200 千円  

固定費 3,600 千円     3,600 千円  3,600 千円  

支払利息 30 千円  20 千円  10 千円  

その他 1,500 千円  1,000 千円  1,000 千円  

経費合計③ 9,690 千円   10,140 千円  11,090 千円  

利益①－②－③ 310 千円   1,860 千円  2,410 千円  

従業員数 
正規 1人  

（うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ 1人） 

正規 1人  

（うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ 2人） 

正規 1人  

（うちﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ 3人） 

（注）個人営業の場合、事業主分は含めません。 

【上記の売上高・売上原価及び経費の積算根拠】 

 申請時 1年後 2年後 

売上高 商品 A（販売先：個人） 

単価○円×○個/日× 

営業日数○日＝円 

 

商品 B（販売先：店舗） 

単価○円×○個/日× 

営業日数○日＝円 

 

商品 A（販売先：個人） 

単価○円×○個/日× 

営業日数○日＝円 

 

商品 B（販売先：店舗） 

単価○円×○個/日× 

営業日数○日＝円 

 

商品 A（販売先：個人） 

単価○円×○個/日× 

営業日数○日＝円 

 

商品 B（販売先：店舗） 

単価○円×○個/日× 

営業日数○日＝円 

 

売上原価 原価率○％ 

 

主な仕入先：○○ 

原価率○％ 

 

主な仕入先：○○ 

原価率○％ 

 

主な仕入先：○○ 

経費 ・人件費 

正社員 1名（月○○千円） 

パート 1名 

時給○円×○時間×○日 

×1名＝○円 

・家賃（月○千円） 

・固定費（光熱水費・燃料費・

通信費・消耗品費・広告宣伝

費・役員報酬 等） 

・その他の経費 

・人件費 

正社員 1名（月○○千円） 

パート 2名 

時給○円×○時間×○日 

×2名＝○円 

・家賃（月○千円） 

・固定費（光熱水費・燃料費・

通信費・消耗品費・広告宣伝

費・役員報酬 等） 

・その他の経費 

・人件費 

正社員 1名（月○○千円） 

パート 3名 

時給○円×○時間×○日 

×3名＝○円 

・家賃（月○千円） 

・固定費（光熱水費・燃料費・

通信費・消耗品費・広告宣伝

費・役員報酬 等） 

・その他の経費 

算出根拠につ

きましては、

別紙添付でも

構いません。  



（３）経費明細表（補助対象期間中に補助対象とするものを記載してください。） 

（単位：千円） 

※ｂ（補助金交付希望額）はａ（補助対象経費）の２／３以内で上限１００万円、千円未満は切り捨てとする。 

 

（４）特定創業支援等事業実施者 

実施事業者名：○○○○              

支援担当者職氏名：△△ △△            

連絡先（電話番号）：××××－××－××××    

経 費 区 分 費 目 
補助対象経費 

（消費税抜） 

補助金交付 

希望額 

補助対象経費（消費税抜）に係る 

積算基礎 

Ⅰ人件費 ①人件費 500 

 

人件費（ 2 名  ○か月分）  

Ⅱ事業費 ②設備費 300 内装工事費 

 ②設備費 150 業務用冷蔵庫 

 ②設備費 50 机・いす 

 ③広報費 100 チラシ作成 

 ③広報費 250 ホームページ作成 

    

    

    

    

    

    

合 計 ａ 1,350 ｂ  900  

補助対象経費として計上する、すべての経費（消費税抜きの額）を

記入してください。添付資料として、見積書等の提出が必要です。  

上段（ 2）⑧本事業全体に

係る資金計画の（ F）の補

助金交付希望額の合計額

と同額となります。  


